
宮城県監査委員告示第12号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第１項，第２項及び第４項の規定により平成26

年７月から８月までに実施した一般会計及び特別会計に係る定期監査の結果は次のとおりで

す。

平成26年９月９日

宮城県監査委員 安 部 孝

宮城県監査委員 ゆ さ み ゆ き

宮城県監査委員 遊 佐 勘左衛門

宮城県監査委員 工 藤 鏡 子

１ 監査実施機関及び監査実施日

監査実施機関 監査実施日

○総務部

本庁

秘書課 ７月９日

人事課・行政管理室 ７月22日

行政経営推進課 ７月22日

職員厚生課 ７月９日

私学文書課・県政情報公開室 ７月16日

広報課 ７月９日

財政課 ７月25日

税務課・地方税徴収対策室 ７月22日

市町村課（選挙管理委員会事務局を含む。） ７月24日

管財課・財産利用推進室 ７月９日

危機対策課 ７月22日

消防課・防災ヘリコプター管理事務所 ７月９日

○震災復興・企画部

本庁

震災復興・企画総務課 ７月17日

震災復興推進課 ７月11日

震災復興政策課 ７月23日

地域復興支援課 ７月23日

総合交通対策課 ７月16日

統計課 ７月15日

情報政策課・情報産業振興室 ７月９日

情報システム課 ７月９日

○環境生活部

本庁

環境生活総務課 ７月23日



環境政策課・再生可能エネルギー室 ７月９日

環境対策課 ７月23日

原子力安全対策課 ７月15日

自然保護課 ７月23日

食と暮らしの安全推進課 ７月14日

循環型社会推進課・竹の内産廃処分場対策室 ７月23日

震災廃棄物対策課 ７月23日

消費生活・文化課 ７月14日

共同参画社会推進課 ７月８日

○保健福祉部

本庁

保健福祉総務課・震災援護室 ７月25日

社会福祉課 ７月29日

医療整備課 ７月22日

長寿社会政策課 ７月25日

健康推進課・疾病・感染症対策室 ７月25日

子育て支援課 ７月25日

障害福祉課 ７月25日

薬務課 ７月８日

国保医療課 ７月８日

○経済商工観光部

本庁

経済商工観光総務課・富県宮城推進室 ７月29日

新産業振興課・自動車産業振興室 ７月23日

産業立地推進課 ７月24日

商工経営支援課 ７月24日

産業人材対策課 ７月24日

雇用対策課 ７月24日

観光課 ７月15日

国際経済・交流課・海外ビジネス支援室 ７月８日

○農林水産部

本庁

農林水産総務課・農林水産政策室 ７月30日

農林水産経営支援課 ７月16日

食産業振興課 ７月17日

農業振興課 ７月23日

農産園芸環境課 ７月29日

畜産課 ７月10日

農村振興課 ７月29日

農村整備課・農地復興推進室 ７月30日

林業振興課 ７月22日

森林整備課 ７月17日

水産業振興課



（宮城海区漁業調整委員会事務局，内水面漁場管理委員会事務局を含む。)７月10日

水産業基盤整備課・漁港復興推進室 ７月25日

○土木部

本庁

土木総務課 ７月30日

事業管理課 ７月11日

用地課（収用委員会事務局を含む。） ７月11日

道路課 ７月30日

河川課 ７月22日

防災砂防課 ７月24日

港湾課 ７月30日

空港臨空地域課 ７月11日

都市計画課・復興まちづくり推進室 ７月25日

下水道課 ７月30日

建築宅地課 ７月11日

住宅課・復興住宅整備室 ７月22日

営繕課 ７月24日

設備課 ７月24日

○出納局

本庁

会計課・会計指導検査室 ７月11日

契約課 ７月15日

検査課 ７月11日

○議会事務局 ７月30日

○教育庁

本庁

総務課・教育企画室 ７月29日

福利課 ７月14日

教職員課 ７月11日

義務教育課・特別支援教育室 ７月14日

高校教育課 ７月15日

施設整備課 ７月29日

スポーツ健康課 ７月16日

生涯学習課 ７月16日

文化財保護課 ７月17日

○警察本部 ８月６日，７日

○人事委員会事務局 ７月18日

○監査委員事務局 ７月30日

○労働委員会事務局 ７月29日

２ 監査結果

平成25年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第14項及び第15項の規

定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いました。



その結果，公表すべき指摘事項は以下のとおりであり，その他の軽易な事項については

関係機関に注意をしました。

なお，宮城県警察本部の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況調査を実施しまし

た。

(1) 税務課・地方税徴収対策室

県税において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 1,778,539,538円

過年度分 4,575,909,438円

合 計 6,354,448,976円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 1,985,447,672円

過年度分 5,040,408,921円

合 計 7,025,856,593円

(2) 循環型社会推進課・竹の内産廃処分場対策室

特別納付金（産業廃棄物最終処分場の行政代執行に係る費用）において，収入未済が

あったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 23,411,985円

過年度分 490,941,011円

合 計 514,352,996円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 24,434,328円

過年度分 467,158,047円

合 計 491,592,375円

(3) 長寿社会政策課

返還金（平成23・24年度介護分野緊急雇用創出事業運営業務委託契約解除に係る返還

金）において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 9,246,000円

過年度分 0円

合 計 9,246,000円

(4) 子育て支援課

母子寡婦福祉資金貸付金償還金，同違約金，児童保護費及び児童扶養手当給付費返還

金において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）



○母子寡婦福祉資金貸付金償還金

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 15,849,127円

過年度分 82,063,828円

合 計 97,912,955円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 16,124,902円

過年度分 79,266,543円

合 計 95,391,445円

○母子寡婦福祉資金違約金

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 104,780円

過年度分 4,420,250円

合 計 4,525,030円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 464,800円

過年度分 4,397,800円

合 計 4,862,600円

○児童保護費

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 2,781,780円

過年度分 13,477,154円

合 計 16,258,934円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 2,848,640円

過年度分 14,789,144円

合 計 17,637,784円

○児童扶養手当給付費返還金

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 880,160円

過年度分 21,142,380円

合 計 22,022,540円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 1,710,490円

過年度分 21,241,680円

合 計 22,952,170円

(5) 障害福祉課

補助金等精算返還金，返還金，負担金(扶養保険費）及び使用料（第二啓佑学園，啓佑

学園）において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

○補助金等精算返還金(平成22・23年度障害者自立支援基盤整備事業補助金及び福祉・

介護人材処遇改善事業助成金に係る返還金)



・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 19,964,338円

過年度分 0円

合 計 19,964,338円

○返還金（平成23年度障害福祉関係施設緊急雇用創出事業等に係る返還金）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 16,998,576円

過年度分 0円

合 計 16,998,576円

○負担金（扶養保険費）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 474,130円

過年度分 6,240,040円

合 計 6,714,170円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 507,970円

過年度分 6,686,960円

合 計 7,194,930円

○使用料（第二啓佑学園）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 634,299円

過年度分 465,017円

合 計 1,099,316円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 1,033,753円

過年度分 322,482円

合 計 1,356,235円

○使用料（啓佑学園）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 563,664円

過年度分 1,052,220円

合 計 1,615,884円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 925,359円

過年度分 1,095,674円

合 計 2,021,033円

(6) 薬務課

賃借料の支出事務において，不適切な取扱いが認められたので，今後再発しないよう

に対策を講じられたい。

（内容）

薬事業務総合支援システム用機器賃貸借料について，二重払があったもの。

・件数 １件



・金額 103,572円

(7) 新産業振興課

返還金（平成23・24年度中小企業等グループ施設等復旧整備補助金に係る返還金）に

おいて，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 628,210,533円

過年度分 0円

合 計 628,210,533円

(8) 観光課

委託契約において，不適切な取扱いが認められたので，今後再発しないように対策を

講じられたい。

（内容）

契約執行者以外の者が，予定価格を訂正していたもの。

・韓国エージェント等招請事業委託業務

(9) 農林水産経営支援課

林業・木材産業改善資金貸付金償還金において，収入未済があったので，収納促進と

適切な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 4,280,000円

過年度分 22,324,000円

合 計 26,604,000円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 4,280,000円

過年度分 20,373,000円

合 計 24,653,000円

(10) 畜産課

需用費の支出事務において，不適切な取扱いが認められたので，今後再発しないよう

に対策を講じられたい。

（内容）

新聞購読料について，二重払があったもの。

・件数 １件

・金額 10,704円

(11) 住宅課

県営住宅使用料及び県営住宅駐車場使用料において収入未済があったので，収納促進

と適切な債権管理を図られたい。

（内容）



○県営住宅使用料

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 23,978,222円

過年度分 166,772,338円

合 計 190,750,560円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 38,213,803円

過年度分 187,386,036円

合 計 225,599,839円

○県営住宅駐車場使用料

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 2,384,700円

過年度分 7,807,200円

合 計 10,191,900円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 3,827,030円

過年度分 8,665,465円

合 計 12,492,495円

(12) 会計課

薬務課及び畜産課における支出事務について，二重払が認められたので，審査事務を

再点検するなど，今後再発しないように対策を講じられたい。

（内容）

○薬務課

薬事業務総合支援システム用機器賃貸借料(平成25年11月分)

・件数 １件

・金額 103,572円

○畜産課

新聞購読料(平成25年4月～6月分)

・件数 １件

・金額 10,704円

(13) 高校教育課

高等学校等育英奨学資金貸付金償還金及び定時制通信制課程修学資金貸付金償還金に

おいて，収入未済があったので,収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

○高等学校等育英奨学資金貸付金償還金

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 43,865,050円

過年度分 31,222,641円

合 計 75,087,691円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 32,885,747円



過年度分 10,298,698円

合 計 43,184,445円

○定時制通信制課程修学資金貸付金償還金

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 22,400円

過年度分 960,600円

合 計 983,000円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 134,400円

過年度分 826,200円

合 計 960,600円

(14) 施設整備課

教育財産の貸付料及び借受財産の使用許可に係る使用料において，調定遅延が認めら

れたので，今後再発しないように対策を講じられたい。

（内容）

イ ４月１日に調定すべき電話柱敷地貸付料について，平成26年７月８日に調定した

もの。

・件数 １件

・調定金額 1,500円

ロ 平成25年５月から10月分の仮設校舎の使用許可に係る使用料について，10月31日

にまとめて使用許可し，11月1日に使用料の調定を行ったもの。

・件数 ９件

・調定金額 13,910円

(15) 文化財保護課

需用費において，支払遅延による遅収加算額の発生が認められたので，今後再発しな

いように対策を講じられたい。

（内容）

電話料及び電気料の支出について，請求金額より少ない金額で支出手続した電話料

が，公共料金振替口座から先に引き落とされたため，電気料が口座引落不能となった。

その結果，早期収納割引が適用されず，３％の遅収加算額が発生したもの。

・件数 1件

・正電話料支出額 2,888円

・誤電話料支出額 2,887円

・電気料金額 3,906,147円

・遅収加算額 115,505円

(16) 警察本部

放置違反金，損害賠償金及び放置違反金に係る延滞金において，収入未済があったの

で，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

○放置違反金



・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 5,772,000円

過年度分 15,378,009円

合 計 21,150,009円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 8,207,000円

過年度分 18,692,305円

合 計 26,899,305円

○損害賠償金

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 3,884,265円

過年度分 10,870,050円

合 計 14,754,315円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 2,063,250円

過年度分 9,749,100円

合 計 11,812,350円

○放置違反金に係る延滞金

・Ｈ25年度収入未済額

現年度分 405,800円

過年度分 1,800,290円

合 計 2,206,090円

・Ｈ24年度収入未済額

現年度分 704,000円

過年度分 1,768,190円

合 計 2,472,190円


